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           は じ め に 

 国(文科省)は、全ての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な

学びと、協働的な学びの実現を目指す「令和の日本型学校教育」の構

築に向けた今後の方向性の一つとして、「学校だけではなく地域住民等

と連携・協働し、学校と地域が相互にパートナーとして、一体となっ

て子どもたちの成長を支えていくことが必要である。その際、コミュ

ニティ・スクール（学校運営協議会制度）と地域学校協働活動を一体

的に実施することが重要である。」としています。 

令和４年度での実施・導入状況については、全ての公立学校のうち、コミュニティ・ス 

クールの導入校は 15221 校(42.9％)となり、前年度調査から 3365 校（9.6P）増加。特に、

小学校・中学校・義務教育学校の導入校は、13519 校(48.6％)と約半数の学校で導入してい

ます。地域学校協働本部を整備している学校は、20568 校（57.9％）となり、前年度調査か

ら 1097 校(3.2P)増加しています。公立学校のうち、コミュニティ・スクールと地域学校協

働本部をともに整備している学校は、11180 校(31.5％)となり、前年度調査から 2652 校

（7.5P）増加しています。また、全国の地域学校協働活動推進員等の人数は、32954 人とな

り、前年度調査から 1942 人増加しています。文科省においては、地域と学校が連携・協働

し、子どもたちの健やかな成長を地域で支える体制が全ての学校で構築されるよう、コミュ

ニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組に対する様々な支援を通じて、全ての

公立学校でのコミュニティ・スクールの導入を加速し、その質の向上に向けた取組を充実す

るとしています。 

宗像市については、令和 2 年度から日の里学園と中央学園の 2 学園がコミュニティ・ス

クールのモデル校となり、学園コミュニティ・スクールを立ち上げ、三者による共育活動の

推進を進めてきました。そして本年度（令和 4 年度）、全ての学園が学園コミュニティ・ス

クールの立ち上げました。 

本受託研究では、昨年度から小中一貫コミュニティ・スクールの導入期に関する研究を進

め、学園コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進するための支援の在り

方についてガイドブック（手引書）としてまとめました。本年度は、宗像市全ての学校の小

中一貫コミュニティ・スクールの取組を実践事例集としてまとめることができました。この

ガイドブック・実践事例集が、これからの宗像市の各学園の社会総がかりの教育～コミュニ

ティ･スクールと地域学校協働活動の一体的推進の更なる発展に活用して頂ければ幸いです。 

令和５年３月３１日 

                  福岡教育大学教職大学院 副学長 森 保之 

   （大学との共同研究によるまちの未来創造プロジェクト 

「小中一貫コミュニティ・スクールの推進に関する研究プロジェクト長」） 



 あ い さ つ 
 

小中一貫コミュニティ・スクールの導入期に関する研究報告書

「宗像市小中一貫コミュニティ・スクールの取組－小中一貫コミ

ュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進－（実践事

例集）」の発行にあたり、一言ご挨拶を申し上げます。 

まずは、小中一貫コミュニティ・スクールの具現化に向けた実践

及び本研究報告書の作成にあたり、ご理解とご尽力をいただきま

した教職員及び関係者の皆様に心から敬意を表しますとともに厚く御礼を申し上げます。 

さて、本市では、平成１８年度から２６年度までの９年間を第Ⅰ期小中一貫教育導入期と

して、すべての市立学校で児童生徒の課題を明らかにし、その解決に向けて多様な小中一貫

教育の取組を行ってきました。また、平成２７年度以降の第Ⅱ期小中一貫教育推進期では、

ふるさと宗像を意識した社会の担い手の育成を目指して、「ふるさと学習」の実施や学校・

家庭・地域の連携による小中一貫教育の充実を進めてきました。今後はこれまでの小中一貫

教育の成果をさらに高めるべく、宗像市学校教育基本計画の基本的な考え方のテーマである

「一人一人に『志をもち、自分の将来や社会の未来を創造する力』を育む」ことを目指し

て、学校、地域、家庭が一体となった小中一貫教育をさらに充実させるための取組を進めて

まいります。その方途の一つが、小中一貫コミュニティ・スクールです。本市では、令和４

年度から全ての学園に学園運営協議会を設置しました。学園の教職員や多くの保護者、地域

住民が当事者意識をもって子どもの教育に関わり、社会の担い手や未来の創り手となる子ど

もを育んでいくことを目指しています。今後は、これまで本市が築いてきた小中一貫教育を

更に充実、発展させ、小中一貫教育を基盤とした小中一貫コミュニティ・スクールとして推

進していきます。 

最後になりましたが、本研究報告書の作成にあたり、お力添えいただきました福岡教育大

学副学長 森 保之先生並びに「大学との共同研究によるまちの未来創造プロジェクト」の

関係者の皆様に心より感謝申し上げますとともに、今後のご活躍を祈念し、あいさつといた

します。 

令和５年３月３１日 

 宗像市教育委員会 教育長 髙宮 史郎  
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       第１章  
 

「宗像市が目指す 

小中一貫コミュニティ・スクール」  



１． 小中一貫コミュニティ・スクールの全校導入 
 

令和３年３月に策定した宗像市学校教育基本計画後期計画において、宗像市の学校教育に

おける目標を「一人一人に、志を持ち、自分の将来と社会の未来を創造する力を育む」とし

ました。 

これからの社会では、学校や学校での学びがそれだけで完結するのではなく、子どもが地

域の方々を始めとする様々な人と関わりながら、必要な力を育んでいくことが求められてい

ます。そのために、宗像市では小中一貫教育とコミュニティ・スクールを一体的に推進する

「小中一貫コミュニティ・スクール」を基盤として、様々な教育活動を行うこととしまし

た。 

これまで進めてきた小中一貫教育においては、取組をより充実させるため、必要なことや

効果的なもの等を見直しました。併せて、令和４年度から市立学校全校でコミュニティ・ス

クールを導入し、地域や家庭との連携・協働をより、社会総がかりの教育を目指していきま

す。すでに中央学園と日の里学園では、令和元年度からモデル事業として学校運営協議会を

設置し、「小中一貫コミュニティ・スクール」を始めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



小中一貫教育のさらなる充実 
 

同じ中学校区にある小中学校を一つの学園と

し、義務教育９年間の目標の設定と一貫した

カリキュラムに基づき、小中一貫教育を進め

てきました。今後はこれまでの成果と課題を

踏まえ、学園一体となった取組を推進し、 

小中一貫教育をさらに充実させていきます。 

コミュニティ・スクール（CS）の導入 
 

これまでは学校運営評議委員会を設置し、 

学園が、地域や家庭の理解や協力を得ながら

教育活動を推進してきました。今後は、CS を

導入し、地域の子どもを育てていくために、

学園だけでなく、地域や保護者と協働し、総

がかりで子どもの学びを支えていきます。 

「小中一貫コミュニティ・スクール」へ移行 

 

２． なぜ、コミュニティ・スクールを導入するのか 
 

急激な社会の変化に伴い、学校と地域・家庭を取り巻く課題は、より複雑化、多様化して

います。そのような中、学校と地域がそれぞれ抱える課題を解決していく一つの手立てとし

て、国は、学校と地域住民等が力を合わせて学校運営に取り組む「コミュニティ・スクー

ル」と学校と地域が相互にパートナーとして行う「地域学校協働活動」の一体的な推進を目

指しています。これからの学校は、変化の激しい社会の動向にしっかりと目を向け、教育課

程を工夫し、教育活動を展開することが求められています。保護者や地域住民とお互いの情

報や課題を共有し、日々の教育活動を進めていく必要があります。 

宗像市においては、これまで学校運営評議委員会を設置して、学園が地域や家庭の意向を

反映し、その協力を得ながら教育活動を推進してきました。今後は、学園の教職員や多くの

地域住民、保護者が当事者意識をもって地域の子どもの教育に関わり、社会の担い手、未来

の創り手となる子どもを育んでいくことを目指して、宗像市では、令和４年度にすべての市

立学校・義務教育学校にコミュニティ・スクール（CS）を導入します。 

宗像市教育大綱（平成２７年３月策定）には、基本理念である「一人一人が輝く教育のま

ち むなかた」を目指して、「家庭と地域、学校の学びを大切にし、相互の関わりを深め

る」と示されています。 

 コミュニティ・スクールを導入することにより、今後、地域の多くの人が学校づくりに

参画し、地域と一体となり、地域とともにある学校づくりが進むものと考えます。 

宗像市では、平成１８年度より取り組んできた小中一貫教育を踏まえ、「小中一貫コミュ

ニティ・スクール」として、学園・家庭・地域が一体となって取組のさらなる充実を目指し

ます。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３． 宗像市が目指す小中一貫コミュニティ・スクール 
 

小中一貫教育を推進する学園と学園の校区を基盤とする地域及び学園の児童生徒が生活す

る家庭が、学園の運営方針やめざす子ども像を共有し、目標達成に向けてそれぞれが役割を

考え、果たすことで、健やかな子どもの成長を促すことができます。義務教育 9ヶ年を通し

て、学校の子どもから、地域の子ども・社会全体の子どもへ、そして、学園・家庭・地域 

総がかりで地域の担い手・未来の担い手である子どもを育てていくことを目指しています。 

また、小中一貫コミュニティ・スクールで学園・家庭・地域がお互いの目標・課題等の協

議・共有することにより、それぞれの連携・協働した活動（地域学校協働活動）がより充実

したり、新たな取組につながったりすることも期待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中一貫教育 

  同じ中学校区にある小中学校を１つの

学園とし、義務教育９年間の共通目標の

設定と一貫したカリキュラムに基づく教

育。宗像市には７つの学園があり、学校

や地域の特長を生かした小中一貫教育を

進めてきました。これまでの小中一貫教

育の成果と課題を踏まえ、９年間の一貫

したカリキュラムの充実に加えて、特別

支援教育や生徒指導、不登校対応など学

園一体となった取組をさらに進めます。 

コミュニティ・スクール 

 保護者や地域のみなさんで構成する 

「学校運営協議会」を設置した学校の

こと。宗像市では学園（中学校区）ご

とに設置するため“〇〇学園運営協議

会”と呼んでいます。「学校運営協議

会」の場では、学校の方針について校

長から説明を受け、学校運営や課題に

ついて協議したり、学園やお互いの目

標・ビジョンを共有したりします。学

校・家庭・地域が力を合わせて学校の

運営に取り組み、一体となって子ども

を育んでいく仕組みです。 

 

 

 

※宗像市では、各中学校区内の小学校及び中学校を１つの「学園」とし、小中一貫教育 

を進めています。 

※以降、宗像市における学校運営協議会を「学園運営協議会」と記載します。 

※学園：各中学校区のこと。また、その中学校区内の小学校及び中学校のこと。  

宗像市が目指す小中一貫コミュニティ・スクールとは 

 

これからの学校は、変化の激しい社会の動向にしっかりと目を向け、教育課程を工夫

し、教育活動を展開することが求められています。保護者や地域住民とお互いの情報や

課題を共有し、日々の教育活動を進めていく必要があります。 

宗像市においては、これまで学校運営評議委員会を設置して、学園が地域や家庭の意

向を反映し、その協力を得ながら教育活動を推進してきました。今後は、学園の教職員

や多くの地域住民、保護者が当事者意識をもって地域の子どもの教育に関わり、社会の

担い手、未来の創り手となる子どもを育んでいくことを目指してコミュニティ・スクー

ルを導入し、これまでの小中一貫教育を基盤とした小中一貫コミュニティ・スクールを

推進していきます。 



４． 小中一貫コミュニティ・スクールで、大切にしたいこと 
 

導入期において、小中一貫コミュニティ・スクールで大切にしたいことは、以下の４つです。 

 

 

 

 

 

◯ 学園や地域の実情に合った小中一貫コミュニティ・スクールの推進 

コミュニティ・スクールは、保護者や地域が学校の様々な課題解決に参画し、それぞれの

立場で主体的に子どもたちの成長を支えていく仕組みです。教育委員会や学校が家庭や地域

の役割や活動を指定するなど、全校・全地域一律の取組を行っていくものではありません。

子どもが抱える課題を地域と共に解決する仕組みを構築し、質の高い学校教育を目指します。 

◯ 学校・家庭・地域の方々一人一人の当事者意識の高揚 

宗像市教育委員会として学校教育で子どもに育みたい力は、「志を持ち、自分の将来や社

会の未来を創造する力」です。これを前提として、学園や地域の状況を踏まえた学園ごとの

三者の「共育目標（目指す子ども像）」を設定します。 

◯ 学園と家庭・地域の共有目標の共有化と役割・分担と連携・協働活動の重視 

学校・家庭・地域が「どんな活動をするか」からスタートするのではなく、「どんな子ど

もを育てたいか」を協議し、共通認識を持つことが重要です。目指す子どもの姿に向かっ

て、学園運営の充実に向けて取り組むとともに、学園・家庭・地域が学園運営協議会で協議

した内容を持ち帰り、それぞれの役割・できることは何かを考えていくことが必要です。そ

こから、学園・家庭・地域それぞれの取組や連携・協働した活動につながります。 

◯９ヶ年によるカリキュラム（小中一貫教育を軸とした教育活動）の共有及び学園の運営 

９年間を軸としたコアカリキュラムを学校・家庭・地域で共有し、取り組みを進めて行く

ことが大事です。宗像市では、生活科・総合的な学習の時間を中核としたカリキュラム（地

域のひと・もの・ことを生かした単元）づくりの構築を行うことで、コミュニティ・スクー

推進への参画意識の向上につなげていきたいと考えています。（R５年度より推進） 

◯ 学園や地域の実情に合った小中一貫コミュニティ・スクールの推進 

◯ 学校・家庭・地域の方々一人一人の当事者意識の高揚 

◯ 学園と家庭・地域の共有目標の共有化と役割・分担と連携・協働活動の重視 

◯ ９ヶ年によるカリキュラム（小中一貫教育を軸とした教育活動）の共有及び学園の運営 



 

 

       第２章  

 

「小中一貫コミュニティ・スクール 

の進め方」 



 

 

１ 導入期の「6 つのステップ」について 

 

学園小中一貫コミュニティ・スクールの立ち上げには、以下の「６つのステップ」が

必要です。およそ２～３年の年月をかけて「６つのステップ」を実施していくことにな

りますが、ステップごとの期間や全体の年数は、学校や地域の実態により異なります。 

例えば、ステップ１｢地域のニーズ調査と学校の方向性の確立」は、学校・家庭・地

域の共通目標（以下、共通目標）を作る段階ですが、学園の経営構想をもとに共通目標

がすぐに決まることもあれば、保護者や地域住民にアンケートを実施するなどして、１

年以上かける場合もあります。その理由は、学校・家庭・地域の共通目標（目指す子ど

もの姿）が不明確では、その後の実働がスムーズにいかず、形骸化してしまう可能性が

あるからです。そのため、共通目標を「こんな子供を育てたい」という、より具体的に

イメージできるものにしながら、三者の合意を得て設定することが大事になります。  

 

それでは、ステップ１～６を具体的などのように進めていけばいいのか、日の里学園

の実践を例にして紹介します。平成 31 年４月～令和３年３月の２年間の取組です。 

各段階 内容 

ステップ１ 
地域のニーズ調査と学校の方

向性の確立 

地域の実態調査を踏まえ、三者の共通

目標を設定する 

ステップ２ 
目標の共有化 三者の共通目標を多くの人に共有す

るための取組（この過程は、導入期か

ら意図的・継続的に） 

ステップ３ 
目 標 を 達 成 す る カ リ キ ュ ラ

ム・デザイン 

社会に開かれた教育課程を目指す「ふ

るさと学習」の構築 

ステップ４ 
組織体制・実働組織づくり コミュニティ・スクール推進のための

実働組織の構築や、校内組織の見直し 

ステップ５ 
実働組織を中心とした実践 社会に開かれた教育課程を目指す「ふ

るさと学習」の実施 

ステップ６ 
実働組織の見直し・次年度の

活動計画 

実働組織の再編や次年度の計画を立

てる 

資料１ 導入期の「６つのステップ」  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 各ステップの具体について 

ステップ１ 地域のニーズ調査と学校の方向性の確立  

（１）地域のニーズ調査 

学校と地域の協働を進めていくためには、お互いのことを知ることが大切です。地域

のニーズ調査での視点は以下の通りです。 

日の里地区では、子どもや高齢者の日常的な見守りなど、熱心な取組が多数行われて

いることが分かりました。また、50 年前に、当時としては西日本最大規模の団地が建

てられ、短期間に多くの人が移り住んできた地域であるために、宗像市の中でも高齢化

率が非常に高く（平成 31 年現在 35.2％)、世帯構成員の平均も二人を下回る地区があ

り、一人暮らしの老人・高齢者夫婦世帯が多い地区であることも分かりました。また、

毎年夏に行われている「日の里まつり」も、まつりの規模を縮小せざるを得ない状況に

資料２ 日の里学園版  導入期の「６つのステップ」  

ニーズ調査の視点  

①子どもに関わる地域行事や取組はどのようなものがあるのか 

②コミセンの組織はどのようになっているのか 

③地域の自然環境や歴史などの特長は何か 

④地域の抱える課題は何か 



 

 

あるなどの課題があること、さらに、「CoCokara 日の里」館長のお話から、団地の老朽

化や活気がない大通りや商店街を何とかしようと、行政・企業・地域団体による様々な

取組が行われていることも分かりました。 

（２）学園のカリキュラム調査 

(1)の「地域のニーズ調査」と同時進行で、全ての教育活動において、学校と地域が

連携・協働した活動が各学年にどれくらいあるのか洗い出します。さらに、生活科、総

合的な学習の時間において、地域と連携・協働した単元が各学年にどれくらいあるのか

を調査します。各学校の調査を持ち寄り、一覧表にしてみることで、以下の視点での比

較検討がしやすくなります。 

日の里学園では、二つの小学校のカリキュラムは十分共有されておらず、ゲスト・テ

ィーチャ(以下 GT)や協力団体もバラバラであること、中学校では地域と協働した単元

がそもそも少ないことなどの課題が明らかになりました。  

（３）学校の方向性の確立 -学校・家庭・地域の共通目標の設定- 

共通目標を「こんな子供を育てたい」という、より具体的にイメージできるものにし

ながら、三者の合意を得て設定する段階です。その後の実働をスムーズに行うためにも、

とても重要なところと言えます。 

日の里学園では、平成 30 年３月に行われた「日の里学園コミュニティ・スクール準

備委員会」において、日の里学園の子どもたちをどう育てていくかについて熟議を行い

ました。その際、家庭、地域の代表の方から「大人の言ったことを素直に聞く、優しい

子が多いが、自分で考えて行動することができていない」「積極性が育つよう、家庭で

も地域でも自分たちで考える場を与えたい」という意見がありました。学校の「思考力・

判断力・表現力」をつけさせたいという願いと同じであることが分かりました。それを

受けて、日の里学園の学校・家庭・地域の共通目標は、「自分で考え、自分で行動する

カリキュラム調査の視点  

①どの単元にどんな人が関わっているのか 

②小学校同士の横のつながりはあるのか 

③小学校と中学校の縦のつながりはあるのか 

④地域のニーズ調査をもとに、よりよい改善案はないか  



 

 

子どもの育成」と設定されました。この共通目標は、学校の教員だけの目標ではなく、

保護者や地域住民も意識する目標になります。そのため、教育用語を使用せず、だれも

が覚えやすいように考えられました。そして、第 1 回学園運営協議会(令和元年６月 10

日)で承認されました。 

ステップ２ 目標の共有化 

ステップ２「目標の共有化」は、他の全ての段階でも意識して行う重要なステップで

す。ステップ１において「だれもが覚えやすい目標」にしたことも、この「目標の共有

化」のための一つの「仕掛け」と言えます。保護者や地域住民などの多くの人に、コミ

ュニティ・スクールの意義や目的を伝え、その良さを実感してもらえるように、全ての

段階において意図的に「仕掛け」をしていく必要があります。ここでは、その一部を紹

介し、各ステップのページにおいてその取組を紹介していきます。  

（１）三校地域交流会  

PTA 主催で行われている「三校地域交流会」では、三校の教員、保護者、地域が参加

し意見交換を行っています。本年度のテーマを共通目標である「自分で考え、自分で行

動する子どもを育てるために」と設定してもらい、ワールドカフェ方式で交流を深めま

した(参加者 135 名) (資料３)。その中で、「自分で考える子どもを育てるためには、大

人が子どもの失敗を見守ろう」という意見が多く出されました。共通目標を多くの人に

周知するとともに、当事者としての意識作りのきっかけになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 三校地域交流会の様子(令和元年７月２日 ) 



 

 

（２）コミュニティ・スクール掲示板（校内・コミセン） 

ステップ１で調査した地域の実態を教員に周知するために、コミセンの組織図を作

成・掲示したり、地域行事コーナーを作成したりして、教員や児童の地域行事への関心

を高めることができるようにしました（資料４）。また、コミセンにも CS 掲示板を作成

してもらい、学校の情報を掲示するようにしました。 

ステップ３ 目標を達成するカリキュラム・デザイン  

施設分離型の小中一貫校において、カリキュラムこそが教員間をつなげる重要な役割

を果たすとともに、教員のコミュニティ・スクールに対する意識の変容も期待できます。

このステップでは、ステップ１での地域とカリキュラムの調査をもとに、学園と地域を

つなぎ、共通目標達成と地域づくりのコアとなるカリキュラムをデザインしていく段階

です。 

（１）教員の三校合同研修会における生活科、総合的な学習の時間の見直し 

日の里学園では、生活科、総合的な学習の時間の内容のうち、日の里地区の教 

育資源（ひと・もの・こと）を活かした単元をコアカリキュラム (以下「日の里カリキ

ュラム」)と位置づけ、それを中心に見直しを行いました。小中一貫教育のさらなる充

実を図ると同時に、地域の「ひと・もの・こと」を活かした「日の里カリキュラム」の

構築を行うことで、教員の地域理解の促進とコミュニティ・スクール推進への参画意識

を向上させることを目的としています。 

まず、日の里学園の共通目標「自分で考え、自分で行動する子どもの育成」が設定さ

れた経緯を説明し、共通目標の共有化を図りました。  

九州初開催の「ご近所みちあそび
2019」に参加した子どもの感想
を掲示。  
＜ポイント＞  
◆付箋紙を使って自由に書いても
らう、参加型の掲示板。付箋紙を
書きながら、友だち同士で感想を
交流することで、次回の地域行事
への参加意欲を高める。  
 

資料４ 地域の情報を共有するための掲示板 



 

 

 次に、ステップ１の調査で分かった、地域の実態や学校のカリキュラムの課題につい

てプレゼンを作成し、教員に提示しました。そして、学年部（西東小合同）に分かれて、

小小の「日の里カリキュラム」について意見交換を行いました。９年間の生活科・総合

的な学習の時間のカリキュラム一覧表と各学年の地域の「ひと・もの・こと」を活かし

た計画案を模造紙に貼り、出された意見を自由に書き込んでもらえるようにしました  

(資料５)。 

中学校では、「日の里カリキュラム」に意欲的な姿勢が見られました。中学校教員か

ら「地域の現状を知る機会がないので、それを学ぶ研修があってもいいのでは」という

提案があり、学校と地域の双方向の意見交換の必要性が出されたことは大きな成果だと

感じました。小学校では、各校で取り組んでいる内容を交流し、地域の課題や目標を考

慮して話し合う姿が見られました。特に「高齢化問題」「日の里まつり」を題材とした

二単元について、学年部の枠を超えて議論を行い、９年間の系統を意識している姿が見

られました。 

（２）カリキュラムの一部遂行と振り返り 

５年担任は、これまで、６年(１学期)の単元だった「日の里まつり」に関する内容を、

５年(12 月)に繰り下げ、６年１学期まで継続して実施することにしました。これまで

のように、短期間でできることをするのではなく、長期計画のもと、地域の活性化のた

めに試行錯誤しながら課題解決に取り組むことで、「自分で考え、自分で行動する子ど

も」の育成が図れると考えたからです。 

教師のこの発想がコミセン会長の「地域を活性化させたい」「日の里まつりのアイデ

資料５ 生活科・総合的な学習の時間の見直しの様子  

(令和元年７月 30 日) 



 

 

ィアが欲しい」という願いと結びつき、地域主催

の「日の里まつりプロジェクト」が立ち上がるこ

とになりました(資料６)。そして、「子ども実行委

員」の募集があり、５年児童（各校６名）が参加

し、各学級で話し合ったアイディアを地域の会議

で提案しました。 

このように、一部実施した単元については、そ

の成果と課題を整理し、振り返りを行いました。

また、今後、地域と一緒に取り組んでいきたい内容 (要望)などを書き出してもらい、そ

れらを、学園運営協議会(令和２年１月 10 日)において協議することを教員へ伝えるこ

とで、学園運営協議会に参加しない教員の参画意識を高めていきました。 

（３）第４回学園運営協議会における「日の里カリキュラム」についての熟議  

まず、「目指す地域像」について、地域代表が述べた内容を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

それを受けて、主幹教諭が各学年の学習内容を

簡単に伝え、内容や方法についての意見交換を行

いました(資料７)。 

日の里の歴史を学ぶ学習 (３年)では、５年前に

地域で行われた「宝探し in 日の里」の情報が出さ

れました。「ウォークラリー形式で実際に地域を歩

くことで、子どもたちの仲間意識も育った」とい

う意見とともに、「安全のための見守りは地域がし

よう」という提案もありました。また、「日の里まつり」に関する単元は、まちの「活

性化」のための重要単元であるとして、４年生から取り組んでいくことが確認されまし

た。さらに、「高齢者福祉・防災」は、高齢者学習の一環で民生委員体験を行うことで、

災害時に高齢者宅へ声かけに行ったり、一緒に避難したりすることができる子どもを育

資料６ 「日の里まつりプロジェ

クト」子ども実行委員の任

命式の様子 

資料７ 第 4 回学園運営協議会

での熟議の様子 (令和２

年１月 10 日) 

・日の里まつりなどで子どもたちの考え（アイディア）が活かさ
れる元気なまちにしたい。そして、就職してどこか違うところ

に住んでも、日の里がふるさとだと思えるまちにしたい。  
・子どもは地域の宝。だから、地域のみんなで子どもを育てるま
ちにしたい。そのためには、つながりが大事。大人も子ども
も、生き生きと活躍できるまちにしたい。  



 

 

てられることが話し合われました。そして、学校と地域の合同防災訓練についても多く

の意見が出されました。それらの意見を集約して「日の里カリキュラム(案)」を作成し

ました(資料８)。 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ４ 組織体制・実働組織づくり 

学園運営協議会で話し合ったことを実働していく組織を作る段階です。春日市のコミ

ュニティ・スクールには、「部会方式」（目標・課題別の三者合同タイプ、三者独立タイ

プ）と「支援組織方式」（地域学校支援本部、CS 推進委員会、ボランティア組織等）の

２つのタイプがあります（資料９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日の里学園では、「日の里カリキュラム」を中核にしていますので、まずは、「日の里

カリキュラム」遂行に関わる組織を考えました。また、「日の里カリキュラム」以外の

「地域連携・協働カリキュラム」を把握するために、日の里学園における、子どものた

めの活動(「支援活動」「貢献活動」｢協働活動｣)にはどのようなものがあるのか、また、 

学校、家庭、地域のどこが主催または協働で行っているか整理しました (資料 10)。 

資料９ 実働組織のタイプ 

資料８ 「日の里カリキュラム」の案  

＜部会方式＞（例） 

 

 

 

 

 

※図は、部会方式（課題別三者合同タイプ）  

（参考：春日市立大谷小学校）  

 

 

 

＜支援組織方式＞（例） 

 

 

 

 

 

※図は、学校支援ボランティア方式  

（参考：春日市立春日野小学校）  

学校運営協議会  

体づくり

応援団  

安心・安全

な街づくり  

応援団  

学力向上

応援団  

読書  

応援団  

心づくり

応援団  

学校運営協議会  



 

 

 

そして、資料 10 の D(学校と家庭の協働)E(学校と地域の協働)G(三者の協働)にあた

る部分を組織的、効率的に行っていくための組織が必要になると考え、「教育支援部」

「地域貢献部」「協働部」という、サポーター部(地域学校協働体制)を立ち上げ、さら

に、その機能化を図るためのサポート本部 (事務局)と各校の連絡調整役として CS 推進

担当を校務分掌上に新たに設けました(資料 11)。 

また、各サポーター部には、学校、保護者、地域の各代表者の名前を入れることで、

役割を明確にすることが決まりました（資料 12）。これを、全職員へ周知するために、

三校合同職員会議(令和２年４月２日) において、校長部、教頭部、主幹部と協働で説

明資料を作成し、説明会を行いました。さらに、第 1 回学園運営協議会(令和２年６月

10 日)においても、学園経営方針とサポー

ター部について承認を得ることができまし

た。また、「日の里カリキュラム」の編成に

伴い、２年次は共通目標の一部が変更され、

「地域を愛し（１年次より追加）、自分で考

え自分で行動する子どもの育成」に決まり

ました。 

 

資料 11 サポート本部とサポーター部 

資料 10「日の里カリキュラム」以外の地域連携・協働カリキュラムを整理したもの  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ５ 実働組織を中心とした実践 

  新型コロナウィルス感染拡大のために、実施が危ぶまれましたが、地域の方の温かい

協力のおかげで、ほとんどの単元を実施することができました。実施にあたり、サポー

ター部会を開きました。その目的は、小小の担任が共通理解を図る、児童生徒の実態と

「目標の共有化（ステップ２）」の取組  

三校合同職員会議（令和２年４月２日） 

日の里学園では、小中一貫教育推進のために三校  

合同の職員会議を実施し、学園経営構想の説明、赴 

任者の紹介などを行っています。 

コミュニティ・スクールの目的や実働組織（サ 

ポーター部と CS 推進担当）について、校長部、教頭 

部、主幹部が協働でプレゼンを作成し、教員に説明 

を行いました。日の里学園が目指すコミュニティ・スクールの姿や、「日の里カリ

キュラム」の実践がコミュニティ・スクールの推進につながることを伝えること

で、教員の実践意欲の向上を図ることを目指しました。  

 

 

 

三校合同職員会議の様子  

（令和２年４月２日）  

資料 12 ３つの活動とそれを支える「サポーター部」  



 

 

地域の方の思いや願いを把握し共有する、コロナ対策を検討するなど、学年やカリキュ

ラムの実態によって様々です。特に初年度は、コロナ対策の検討が必要であったために、

「例年通り」が通用しないこともあって、担任や地域の方との連絡調整をする学園 Co

や CS 推進担当の役割は大きかったといえます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ６ 実働組織の見直し・次年度の活動計画  

 本年度の実践の成果と課題を踏まえ、次年度の実働組織の見直しと次年度の活動計

画を立てていきます。それに伴い、運営協議会委員の再考の必要性も出てきます。  

日の里学園では、令和２年度は、A 教育支援部 B 地域貢献部 C 協働部（①交流部②

活性化部③福祉・防災部）という、５つの組織がありましたが、令和３年度には、交

「目標の共有化（ステップ２）」の取組  

①学園と企業の取組をテレビで発信 

 宗像市が力を入れる「ハイブリット型団地再生」として、 

テレビで取り上げられた際に、官民と学園の協働によるまち  

づくりが進んでいることが放送されました。多くの人に「日  

の里カリキュラム」の魅力を伝えるきっかけになりました。  

 

 

②日の里地区の広報誌で「日の里学園コーナー」の連載開始 

 学校からの情報提供（広報）の手段は、紙媒体が基本です。日の里学園でも、学

園便り（CS 通信）、学校便り、学年・学級便りを通じて、「日の里カリキュラム」実

践の様子を伝えるようにしています。しかし、この方法では、保護者への発信はで

きても、地域住民への周知には課題がありました。そこで、日の里地区広報誌（全

戸配布）に連載スペースをもらい、周知活動を強化することにしました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TV 放送された団地再生への関わり  



 

 

流部を教育支援部へ入れるとともに、協働部をカリキュラム部と改変することが検討

されています（資料 13）。 

 また、次年度の活動計

画については、第 4 回学

園運営協議会（令和３年

１月 15 日）において熟

議を行いました。 

「教育支援部（交流部

を含む）」では、「日の里

学園サポーター（仮）」

という、保護者や地域住

民が学校の支援活動を行

うボランティア組織を立

ち上げる計画が出されました。日の里学園を支援するボランティア活動をまとめたパ

ンフレット作りや、本部をどこにおくのか、予算はどうするのかなどの現段階での課

題を出し合い、解決の方法を模索する話し合いが行われました。また、学校評価アン

ケートにおいて、「保護者のコミュニティ・スクールの認知度」が低いという結果を受

け、その目的や良さを実感してもらえるように、気軽に参加できる活動を企画し、保

護者への周知を図っていくことが出されました。 

 「地域貢献部+カリキュラム部」では、まちびらき 50 周年記念事業等の情報を得な

がら、カリキュラムの充実・改善を図ることが確認されました。また、「地域の要望

をまとめるなど、地域の窓口になるような仕組みが必要だ」という意見が出され、地

域コーディネーターの役割が見えてきました。 

 今後は、コミュニティ・スクール推進の要となる学園コーディネーターや地域コー

ディネーターの役割の明確化が大切となります。 

資料 13 実働組織の改編案 



       第３章  
 

「小中一貫コミュニティ・スクールと 

地域学校協働活動の一体的推進」 

  



1． 小中一貫コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を
一体的に推進するとは 

 

学園の方針や地域の願いをもとに学園と地域で共有した目標（子ども像）やビジョン（教

育の在り方）に向けて、学園と地域が連携・協働して取り組み、その成果や課題をもとに新

たな目標やビジョンを共有し、取組を進めていくことです。 

そのために、学園運営協議会において、「子どもたちの様子」「どんな子どもに育てたい

か」「そのために何ができるか」について、学園と地域の代表が話し合い、学園と地域で目

標やビジョンを共有します。学園は、共有した目標やビジョンを自校の教育活動に反映し、

社会に開かれた教育課程の実現を通して「地域とともにある学園づくり」を進めます。地域

においても、共有した目標やビジョンを地域学校協働活動に反映し実施していくことを通し

て、「学園を核とした地域づくり」を目指します。そして、学園や地域の取組の成果や課題

を学園運営協議会で共有し、新たな目標やビジョンを共有していきます。 

このように、学園運営協議会を軸として PDCA サイクルをまわし続けながら、学校と地域

が連携・協働していく中で「地域とともにある学園づくり」と「学園を核とした地域づくり」

を進めていくことが、小中一貫コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
２． 小中一貫コミュニティ・スクールと地域学校協働活

動の一体的推進が進んでいる学園の姿とは 

 

一つの例として、小中一貫コミュニティ・スクールと地域学校協働活動が一体的に推進さ

れている学園では、保護者、高齢者、大学生、企業、団体など多様な地域住民が学園の教育

活動に参加する機会が増えます。多くの地域住民がゲストティーチャーや学習支援ボランテ

ィアとなって子どもを支援する多様な地域学校協働活動が計画的・継続的に実施されるよう

になります。その結果として、社会総がかりで子どもを育てる教育活動が展開されるように

なり、学園の活性化が進みます。（地域とともにある学園づくり） 

また、地域学校協働活動に参加した地域住民は、子どもへの支援を通して、自己有用感を

高めたり、生きがいを見つけたり、交友関係を広めたりしていきます。その結果として、健

康で豊かな人生を歩む人が増え、新たな地域活動の創出や地域活動の担い手が増加し、地域

の活性化が進みます。（学園を核とした地域づくり） 

以上のように、小中一貫コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進が進ん

でいる学園では、地域学校協働活動が多様化していくとともに、多くの地域住民が活動に参

加する姿が見られるようになります。 

 



３． 小中一貫コミュニティ・スクールと地域学校協働活
動の一体的推進を進める上で大切なことは 

 

学園と地域が共有した目標に向けて実施する地域学校協働活動を計画に確実に位置づけて

いくこと、そして、その計画を学園と地域で共有していくことです。 

まず、地域学校協働活動を学園の計画に位置づけていくことで、学園運営協議会で共有し

た目標やビジョンに対する地域の役割や責任を明確にしていくことができるようになります。

その結果として、地域の当事者意識が高まり、地域学校協働活動が活性化していきます。ま

た、学園運営協議会で共有する子どもの育ち（成果や課題）に対する地域の当事者意識も高

まり、より充実した地域学校協働活動の実施に向けて内容の改善が図られていくことも期待

できます。 

次に、学園運営協議会で、地域学校協働活動が位置づけられた計画を学園と地域が共有し

ていくことで、学園と地域が見通しをもって連携・協働することができるようになります。

その結果として、地域学校協働活動を実施する際に、事前に学園と地域が連絡を取り合った

り、計画的に協議の場を設定したりするなど、共有した目標に向けて連携・協働していく体

制づくりが進むことが期待できます。また、地域学校協働活動が一過性の取組や計画倒れと

なったりすることを防ぎ、効果的継続的な実施につながっていくことも期待できます。 

以上のように、地域学校協働活動を学園の計画に位置づけることで、学園運営協議会を軸

として PDCA サイクルを回し続けていけるよう（小中一貫コミュニティ・スクールと地域学

校協働活動を一体的推進）になります。 

 

 
 
 

 
 
 

 



４． 地域学校協働活動とは 

 

地域学校協働活動とは、地域の高齢者、成人、学生、保護者、ＰＴＡ、ＮＰＯ、民間企業、

団体・機関等の幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支える

とともに、「学園を核とした地域づくり」を目指して、地域と学園が相互にパートナーとし

て連携・協働して行う様々な活動です。具体的には、ゲストティーチャーや丸つけ隊、登下

校の見守りといった「学校内協力活動」、放課後や休日に様々な体験活動や学習支援を実施

する「放課後子ども教室」、子どもとともに地域の課題を解決する「地域貢献活動」、家庭

教育学級の開設や子育てサロンの運営などを行う「家庭教育支援活動」といった活動があり

ます。 

現在、地域における教育力の低下、家庭の孤立化などの課題や、学校を取り巻く問題の複

雑化・困難化に対して社会総掛かりで対応することが求められています。そのためには、地

域学校協働活動のように、地域と学園がパートナーとして連携・協働するための組織的・継

続的な取組（地域学校協働活動）が必要不可欠となっています。また、学習指導要領が目指

す「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学園は地域学校協働活動を教育課程に位置

付けることが重要視されています。さらに、地域においても、より多くの地域住民等が子供

たちの成長を支える地域学校協働活動に参画することが求められています。 

地域学校協働活動は、地域の実情に応じて様々な形で展開されていきます。例えば、休日

に実施する放課後子供教室から始まり、学校の授業に参加するゲストティーチャーや丸つけ

隊などの学校内協力活動が加わり、さらに子どもとともにまちづくりに取り組む地域貢献活

動や学校と地域の行事の共催などを実施する場合もあれば、学校の環境整備や登下校の見守

りなどの学校内協力活動から始まり、放課後や土曜日に実施する放課後子ども教室に拡張し

ていく場合もあります。 

また、地域学校協働活動は、学園のみならず地域住民や保護者も含めた社会総掛かりでの

教育の実現を目指すものであり、教職員の負担軽減にも資するものです。しかしながら、導

入期においては「教職員への負担が大きい」という声もあることから、地域学校協働活動が

教職員の負担軽減などの学園運営の改善にも資するよう、学園側の事情や地域に対する要望

等に留意して推進することが必要となります。 



 

 

       第４章  
 

「地域学校協働活動推進員の役割と

CS を推進する活動」 



 

 

 

 

 

１．小中一貫ＣＳと地域学校協働活動の一体的推進に必要なもの  

⑴熟議  

学園と地域が、よく話し合うこと  

⑵協働  

同じ目標に向かって、一緒に協働すること  

⑶マネジメント  

組織的に人をつなぎ、やる気や能力を引き出すこと  

この３つを実現するために、学園の窓口である学園コーディネーター (以下

｢学園Ｃｏを用いる｣）と地域の窓口である地域学校協働活動推進員が必要です。 

 

２．学園コーディネーターとは 

宗像市会計年度任用職員で、職務は指導主事です。市内７学園のうち、６学

園に配置され、元小中学校の校長が任用されています。小中一貫教育を推進す

るための学校間連携の要であり、小中一貫ＣＳの推進役です。  

 

３．地域学校協働活動推進員とは 

コミュニティ運営協議会等の推薦を受け、市教育委員会が委嘱を行い、任期

は１年で再任も可能です。地域学校協働活動を推進するために地域と学園をつ

ないだり、地域の団体や個人をつないだりしてネットワークづくりを行います。 

 

４．社会総がかりの教育を実現するために 

学園Ｃｏや地域学校協働活動推進員、ＣＳ推進担当教員等が中心となり｢地域

と教員（学園）｣｢地域と子ども｣｢地域と地域｣をつなぐ仕組みをつくり、機能化

を図ります。  

また、学校支援

ボランティア制度

等の地域住民を学

校に呼び込む体制

を活用しながら、

より多くの地域住

民とともに地域学

校 協 働 活 動 を 行

い、社会全体で子

どもを育てる社会

総がかりの教育の

実 現 を 目 指 し ま

す。  

地域学校協働活動推進員などの役割と CS を推進する活動  

図１ 社会総がかりの教育を実現するための構想図 



 

 

５．つながりをつくるための仕組みづくり(日の里学園の実践) 

⑴地域と教員をつなぐ仕組みづくり 

 ア｢日の里学園ＣＳ推進本部」（以下「ＣＳ推進本部」を用いる）の体制づくり  

ＣＳを推進する事務局として「ＣＳ

推進本部」を設け、地域学校協働活動

を行う際にできるだけ担任の負担が

軽減できるようメンバー構成を考え

ました (図２ )。  

・学園Ｃｏ１名  

・学園教頭部から１名（事務局校）  

・ＣＳ推進担当教員３名（各校１名） 

・地域学校協働活動推進員２名  

イ日の里学園のＣＳ全体の仕組みの整備  

「ＣＳ推進本部」を中心としたＣＳ全体の仕組みを図式化し整備しました

（図３）。「日の里共育ネット」とは、日の里の各団等が緩やかなネットワー    

クを形成し、地域学校協働活動を推進する体制です。  

ウ｢学園運営協議会｣での活動報告 

学園運営協議会では、15 名の委員    

を３つの部に分けています。  

地域学校協働活動推進員は「協働部」

に所属し、学園内外の地域学校協働

活動の報告を行います。学園Ｃｏは、

事務局の一員として準備運営を行

い、進行役として参加します。  

 

図２ 日の里学園ＣＳ推進本部のメンバー 

図３ 日の里学園ＣＳ全体の仕組み図 

図４ 日の里学園 学園運営協議会の組織図 



 

 

エ地域との「学園合同職員会議」の実施  

学園と地域の協働意識を高めるため

に、年度当初の学園合同職員会議に、地

域学校協働活動推進員と学園運営協議会

会長（兼日の里地区運営協議会会長）を

招き、職員に紹介し、職員と一緒に教育

目標や学園全体の仕組みを共有しまし

た。その際の地域との連絡調整は、学園

Ｃｏが行いました（資料１）。 

オ地域を学び・地域とともに協働活動を振り返る場の設定  

（学園合同夏季研修会） 

学園合同夏季研修会では、学園ＣｏやＣＳ推進担当と話し合い、教員が地域

の方から地域の現状と課題について話を聞く「地域を学ぶ研修会」や地域連

携・協働カリキュラムの成果や課題を地域の方と一緒に振り返る「地域との協

働活動研修会」を企画・実施しました。地域の課題や地域の願いを聞いて、授

業の構想を考えたり、地域の方の声を聞いて授業の振り返りや見直しをした

りすることができました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

カ「日の里学園サポーター制度」の活用充実  

「日の里学園サポーター制度」は、学園運営協議会の「教育支援部」から立

ち上がった登録制のボランティア活動です（図５）。「できる人が  できる時に 

できることを」というスタンスで、学園の教育活動の支援をしてもらうだけで

なく、地域の方の生きがいづくりの場や新たな交流の場としても、学園と地域

が互いにＷⅰｎＷⅰｎになる関係づくりを目指しています。      

地域側の窓口であるサポーター

コーディネーターは、各校のＰＴ

Ａ役員（本部役員や保護者）が行っ

ています。  

地域学校協働活動推進員は、サ

ポーターコーディネーターと連携

しながら、サポート活動を支援し

たり、地域住民への登録の呼びか

けを行ったりしています。  

資料１ 地域との学園合同職員会議 

資料２ 地域を学ぶ研修会（Ｒ３） 資料３ 地域との協働活動研修会（Ｒ４） 

図５ 「日の里学園サポーター制度」活用の流れ 



 

 

⑵地域と子どもをつなぐ仕組みづくり 

ア生徒会に「地域愛考会」の創設 

「地域愛考会」は、「地域イベン

トを学園の子どもたちや先生、日

の里全体に伝える場ができない

か。」という地域側の声や、「これ

からの地域を担っていくのは子

どもたちであり、地域の方と子ど

もが互いに話し合ったり、相談し

たりする場がほしい。」

という学園側の声が基

になり創設しました。

月に一回程度、地域学

校協働活動推進員と生

徒会役員が集って、学

園や地域の情報交換を

したり、互いの活動に

ついて相談をしたりす

る場としています（資

料４）。そして、生徒会

役員が、そこで得た地

域と学園の情報を載せ

た生徒会新聞をつくっ

ています。その新聞をコミセンや各小学校に掲示したり、校内放送で地域イベ

ントの募集やお知らせをしたりしています。地域と子どものつながりをつくり、

子どもの目を地域に向け、情報を広く共有できるようにしています（図６）  

イ日の里地区運営協議会の特別部会に「次世代育成グループ」の創設  

地域を担う人財を地域

で育てるために、子どもが

地域イベントの企画・運営

から携わり、地域貢献でき

る場を支援する「次世代育

成グループ」を創設しまし

た (資料５）。このグループ

は、地域学校協働活動推進

員が、学園運営協議会にお

いて、地域での子どもの主体的な活動の価値を共有したり、日の里地区コミュ

ニティ運営協議会やＮＰＯに相談したりして、日の里地区運営協議会の特別部

会の「まちづくり委員会」の中の一つのグループとして創設しました。日の里

学園の子ども（６～９年生）に募集をし、任期は１年としています。グループ

資料４ 「地域愛考会」の様子 

図６ 「地域愛考会」を中心とした日の里の情報共有の流れ 

資料５「日の里地区文化祭」に向けた打ち合わせ 



 

 

長は、今のところは、地域学校協働活動推進員

が担い、子ども育成部会と連携しながら活動し

ています (資料６ )。 

⑶地域と地域をつなぐ仕組みづくり 

ア「日の里共育ネット」の情報交換会の実施  

「日の里共育ネット」内のネットワークを    

つなぐために、「日の里共育ネット」の各団体   

の代表者が集い、情報交換会をしています。  

地域学校協働活動推進員が中心となっ   

て、学園の目標とＣＳ全体の仕組

みを共有したり、各団体の情報交

換や相談をしたりできるような

場にしました。参加した方から

は、「初めてそのような活動をし

ている団体があることを知りま

した。」「それぞれの団体で連携で

きることがあれば、一緒に子ども

を対象とした取組をやってみた

い。」などという声があがってい

ました（資料７）。  

 

６．各役割の明確化（日の里学園の実践） 

「地域と教員 (学園 )」「地域と子ども」「地域と地域」をつなぐための仕組みを

機能させるためには、図７のようなの「ＣＳ推進本部」の役割が必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料７ 「日の里共育ネット」の情報交換会 

図７ 「日の里学園ＣＳ推進本部」のメンバーの各役割 

資料６「日の里地区文化祭」での活動 



 

 

７．一体的推進のサイクルづくり（日の里学園の実践）  

図８は、学園での「地域連携・協働カリキュラム」の一つの単元を学習する  

際の、「ＣＳ推進本部」の業務の流れです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴目的・目標の共有(Ｐ) 

まず、計画の段階です。地域連携・

協働カリキュラムは、学園と地域の

願いや課題をすり合わせ、子どもの

学びや成長に価値あるものをカリキ

ュラムに位置付けます。 

６年生の総合的な学習の時間にお

ける、「日の里もりあげ隊」（地域活

性）では、地域の課題に気付き、「日

の里の町を活性化したい」という願

いから、「日の里まつり」を盛り上げるために、自分たちに何ができるか探求

し、実行することで、地域への貢献意識を高めることを目標としました。  

この計画の段階で、できるだけ担任の負担を軽減するために、最初の打ち合

わせの場は、ＣＳ推進本部で連絡調整を行い設定するようにしました。打ち合

わせでは、ＣＳ推進担当が授業の目標や計画を提案し、活動の内容や日時、ど

のようなＧＴを招いたら効果的な学習が行えるか検討します。  

その際キーマンになるのが、地域学校協

働活動推進員です。担当教員の要請を受け

て、地域をよく知る地域学校協働活動推進

員が、日の里共育ネットの中から学習の内

容に合いそうなＧＴを紹介することで、よ

り学習の効果が高まります(図 10）。場合

によっては、｢日の里学園サポーター制度｣

を活用しＧＴやサポーターを要請する場

合もあります。 

図８ 「日の里学園ＣＳ推進本部」の業務の流れ 

図９「目的・目標の共有（Ｐ）」 

図 10 地域学校協働活動推進員の役割 



 

 

⑵活動内容の理解・共有(Ⅾ) 

授業当日は、ＣＳ推進本部のメンバーも

授業に参加し、学習支援をしたり授業の記

録を行ったりします（資料８）。子どもたち

の活動の様子は、担任だけでなく学園Ｃｏ

や地域学校協働活動推進員が通信や地域

の広報誌で情報発信し、活動の目的や内

容、価値が広く共有できるようしました。 

また、授業が終わったら終わりではな

く、学校での学習を地域に広げるために、

生徒会役員が「地域愛考会」において、地

域学校協働活動推進員に、「日の里を盛り

上げるために授業で作ったグッズを他の

地域イベントでも販売できないか」とい

う提案も行い、地域で検討してもらいま

した（資料９）。 

⑶評価の共有(Ｃ) 

活動後は、ＣＳ推進担当が子どもの意識調査を

します。実際に学園運営協議会委員の授業訪問も

行い、教育目標達成につながる活動になっている

か熟議も行いました(資料 10）。 

学園合同夏季研修会では、「地域との協働活動

研修会」（資料 11）にて、地域の方と一緒に活動

の成果と課題を共有しました。この会の企画・

運営や地域の方への依頼は、学園ＣｏやＣＳ推

進担当が行いました。地域の方の意見を聞きな

がら協働活動の振り返りを行いました。 

また、ＣＳ推進本部でも、連携・協働活動の

振り返りや今後の計画について話合い、学園運

営協議会前には、協議会で報告する内容や議題

にすることなどの打ち合わせを行うよ

うにしました。 

⑷見直し・改善案の共有(Ａ) 

そして、活動内容や評価を、ＣＳ推進

担当者が、学園校務会議にて報告し、学

園内で共有しました。一方で、地域学校

協働活動推進員が、学園運営協議会にお

いて報告をしました。 

このように、学園運営協議会で地域学

校協働活動推員が、学園内外の連携・協

資料９ 「地域愛考会」での提案 

資料 10 評価の共有 

図 11 見直し・改善案の共有 

資料 11「地域との協働活動研修会」 

資料８ 活動内容の理解・共有（Ⅾ） 

資料９｢地域愛考会｣の様子  



 

 

働活動について報告することで、子どもの姿で活動の価値が共有でき、学校評

価や学校関係者評価を基に、熟議することができています。 

 

８．全体考察 

以上のような一体的推進のサイクルを回しながら、日の里学園では、大きく

分けて４つの地域学校協働活動が充実してきています（資料 12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴「日の里学園ＣＳ推進本部」に関する意識の変容  

｢ＣＳ推進本部｣があることで地域と学園の連携・協働活動がしやすくなっ 

たかという項目では、学園運営協議会委員も地域も教員も全てポイントが上昇 

し、｢ＣＳ推進本部｣がそれぞれをつなぐ仕組みをつくり、機能させることは、 

連携・協働活動のしやすさにつながっていることが明らかになりました。特に、

ＣＳの推進において、地域学校協働活動推進員の存在は大きいと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域を生かす活動」：地域の人・もの・ことを学習に生かす活動  

「地域と学ぶ活動」：子どもと一緒に、保護者や地域住民も学ぶ活動 

「地域に貢献する活動」：地域のために考え、進んで地域貢献する活動 

「地域で学ぶ活動」：地域主催の地域での子どもの居場所となるような活動  

表１ 「日の里学園ＣＳ推進本部」に関する意識の変容 

資料 12 ４つの｢地域学校協働活動｣の様子  



 

 

⑵学園運営協議会委員の意識の変容 

   令和２年度と令和３年度以降に、大きな上昇が見られました(表２)。この間

に、地域学校協働活動推進員が委嘱され、｢ＣＳ推進本部｣を設置しました。      

地域学校協働活動推進員が、学園運営協議会において、学園内外の地域学校

協働活動の内容や成果・課題を報告することで、子どもの姿で熟議することが

できるようになり、学園運営協議会での熟議が活性化したと考えます。また、

｢ＣＳ推進本部｣が機能することで、連携・協働活動がしやすくなり、連携・協

働する機会が増えたことで、その価値に気付き、地域・教員が連携・協働活動

に協力的になったと考えます。保護者を巻き込むことについては課題です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶教員の意識の変容 

 地域と合同の研修会を行うことにより、地域の方と交流できる機会が増え、

さらに地域の課題を知ることができるようになっていると考えます。   

また、ＣＳの取組が子どもの地域への関心を高めることに繋がると認識して

いること、サポーター制度を活用することで、その価値に気付き、連携・協働

するよさを実感し、ＣＳを活性化することに効果があると感じていることが分

かりました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷子どもの意識の変容 

地域の方の名前を知っている子どもの数や地域の施設を利用する子どもの

数の増加がみられ、地域に目を向け、地域に関わろうとしている子どもが増え

ていることが分かりました。 

表２ 学園運営協議会委員の意識の変容 

表３ 教員の意識の変容 


